
第14回CN専門委員会 次第

1.進捗確認【資料配布】

2. CN勉強会 実施状況【報告】

3. CO2排出量 2022年度（2021年度実績）調査状況【報告】

4.商用車電動化に関する※CJPTとの連携活動状況【報告】

・ 電力供給WG、油圧駆動WG活動状況

5. CN専用HP制作進捗【報告・承認】

6. 9/22 経団連「モビリティ委員会」【報告】

2022.9.27
車工会 事務局

※CJPT：Commercial Japan Partnership Technologies



委員会役職 氏名 所属部会・役職 会社名 役職 出欠

1 委員長 宮内 一公 （会長） トヨタ自動車東日本㈱ 取締役社長 欠席

2 副委員長 田沼 勝之 （副会長） 新明和工業㈱ 取締役 専務執行役員 会議室

3 矢野 彰一
（副会長、バン、九州支
部長）

㈱矢野特殊自動車 取締役社長 WEB

柴田 和典 ― ㈱矢野特殊自動車 取締役 品質保証部長 WEB

4 吉村 東彦 小型部会長 日産車体㈱ 取締役社長 WEB

5 委員 増井 敬二 （副会長） トヨタ車体㈱ 取締役社長 WEB

鈴木 真也 ― トヨタ車体㈱ 経営企画部 主担当員 WEB

6
布原 達也
代）原田 修

特装部会長
―

極東開発工業㈱
極東開発工業㈱

取締役社長
技術本部営業技術部 部長

WEB

7 森 孝義 特種部会長 中京車体工業㈱ 取締役社長 WEB

8 山田 和典 トラック部会長 山田車体工業㈱ 取締役社長 WEB

9 田中 俊和 バン部会長 日本フルハーフ㈱ 代表取締役社長 WEB

10 辻 和弘 トレーラ部会長 東邦車輛㈱ 取締役社長 WEB

11 石川 哲朗 バス部会長 ジェイ・バス㈱ 取締役社長 WEB

12 小澤 賢記 資材部会長 ゴールドキング㈱ 取締役社長 WEB

13 アドバイザー 木村 昌平 （相談役） 車体工業会 相談役 WEB

14 事務局 鈴木 良規 トヨタ自動車東日本㈱ 第１開発領域長 WEB

15 富澤 浩紀 トヨタ自動車東日本㈱ プロジェクトリーダー WEB

16 岡本 哲 トヨタ自動車東日本㈱ 総務部 総合企画G GM WEB

17 松井 賢一 トヨタ自動車東日本㈱ ＰＥ・環境部 部長 WEB

18 吉田 量年 車体工業会 専務理事 WEB

19 小森 啓行 車体工業会 業務部長 WEB

20 森田 敦次 車体工業会 業務部 次長 WEB

カーボンニュートラル専門委員会 出欠一覧
第14回 2022年9月27日(火)14:30～17:00



ロードマップ
に基づく事業
推進

①自動車5団体との連携

②部会特有の課題抽出と
　対応

③各種情報収集と展開

Step0
現状調査

①会員の実態把握と対策
　検討

　ステップ毎に生じる取組みでの
　会員様の業務軸・技術軸の
　課題、困り事把握と対応

①CN取組み事例展開
　・環境変化、会員の現状調査を
　踏まえたﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ発行、車体
　NEWS掲載

　・CN専用HP開設
　　【環境委員会、
　　　　　広報委員会と共同】

②双方向勉強会の継続
　　【環境委員会と共同】

③自動車5団体CN活動展開

Step２
理解
把握

会員様のCO2
排出量把握、
フィードバック、
LCA評価ツー
ル、ルール策定
と運用

①会員のｴﾈﾙｷﾞｰ使用量
　調査に基づくCO2排出量
　把握、ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ（1回/年）
　　　　　【環境委員会主導】

②LCA評価ツール展開
  （自工会LCA分科会
　　　　　　　　　　　と連携）

Step３
以降
目標設定と
対応策検討

目標設定（車工
会・個社）及び
会員様への取
組み支援

①車工会の目標設定に
　ついて論議、設定、展開

②関連委員会と連携した
　取組み支援

2022.9.27
日本自動車車体工業会

カーボンニュートラル取組み（2022年6月～2023年3月）

6月 7月 8月 9月 10月 11月

Step1
理解活動

情報収集・展開
（好事例・QA
集）、勉強会、
自動車5団体
CN活動等の推
進

12月 2023年1月 2月 3月

５団体活動

会議体
（CN：カーボンニュートラル専門委員会）

7/14

作成

情報収集、展開

新入会員展開、フォロー

●6/1 #1広報委員会、6月開催の

●6/15
検討、作成 ●9/15

・＃65パンフレット発信

検討、準備 〇12/15

・パンフレット発信

・車体NEWS冬号記事掲載

検討、準備

テスト、修正、確認 ◇完成

稼働：

【入門編】

【実践編】 仮）

＃１◇検討、準備

フォロー、改善
仮）

＃３◇
展開

仮）

＃４◇

上期評価と下期計画検討、作成

（適宜新入会員への対応及び会員様の理解を高めて頂くため継続開催）

本部委員会、部会と連携し会員状況に関する情報収集

個別取組み状況とロードマップの関連確認と対応

目標値ついては5団体連携活動での情報収集、検討

会員支援策検討

評価ルール案作成 評価ルール案会員説明、周知 会員フォロー

会員データ収集方法のルール化検討

定例会議での情報共有

連携

【車工会単独】
分析・検討（環境委員会主導） 案作成 ▼提示

2023年会員支援反映

【自工会合算】
自工会状況フォロー

環境委員会主導

講師各位とコンテンツ、

対応について改めて検討

トラック部会（5/11完）、バン部会、バス部会がLCA調査 フォロー

仮）

＃２◇

6/20

#11CN

6/10関東支部

千葉県会報告

◎6/22

新設5団体懇談会

●6/2

CJPT説明会

実施内容検討

●6/9

CJPT WG

対応論議

6/3新入会1社回答済

●6/15

CJPT WG

対応確認

・＃5パンフレット発信（再検討）

・車体NEWS夏号記事掲載

＃7◆

６/23

＃8◆

7/22
13社受講内9社初参加

●6/21

CJPT WG

対応確認

●6/7
工場分科会＆CN専門委ワーキング

▼7/20合同WG
会員の要望、困り事調査

（～7/27）

8/4▼電力供給WG#1 8/25
▼油圧駆動WG#1

WG開催準備

2022年度会員アンケート検討 仮）7/15◇アンケート展開 2022年度会員アンケート集計

7/27

#12CN

7/5環境委員会

報告

●7/8

CJPT WG

対応確認

●7/15

CJPT WG

対応確認

調査内容分析・検討、準備

9/8▼
電力供給WG#2

9/15▼油圧駆動WG#2
準備

10/6▽電力供給WG#3

10/14▽油圧駆動WG#3

仮）▽電力供給WG#４

仮）▽油圧駆動WG#４
まとめ

法務

チェック

12/7

◇中央技術

委員会

公表

●8/31
CJPT WG

●9/26
CJPT WG

報告 現地訪問、意見交換会 都度、事例展開

2022年アンケート調査 2022年アンケート集計・分析

見直し、変更

●7/15新入会5社アンケート展開

アンケート展開

制作会社へ発注

（仕様作成、ページ構成等）

●7/5

6社受講内3社初参加

※7/28 #8勉強会後
陪席された自機工殿と
勉強会の連携等について意見交換

仮）

＃２◇

見直し、変更

●7/26
CN事務局会合

・ CNを軸とする重点テーマ等意見交換

・ CN活動における会員理解度向上の難しさ、勉強会継続の重要性整理

エネルギー使用量調査 エネルギー使用量集計・分析 フィードバック

エネルギー使用量調査データを基に

車工会CO2削減目標の見直し、設定

連携

●7/21
進捗状況
会員展開

(仮)9月上旬

5団体トップ懇談会

１/１９

理事会

作成

フォロー、確認、修正

2023年以降の進め方別途

３/８

◇中央技術

委員会

8/24

#13CN

10/24〇 CJPTWG 仮）〇 CJPTWG 仮）〇 CJPTWG

３/１６

理事会

【CJPTとの連携】

報告 報告

＃９◆

８/2６
7社受講内2社初参加

●８/３０●８/４
「実践編勉強会」取組みについて
新明和工業、極東開発工業と意見交換

「実践編勉強会」対応、講師会社3社、
新明和工業、極東開発工業と打合せ

フォロー 今後の取組み検討
仮）

＃３◇

仮）

＃４◇
フォロー

自機工殿との連携対応調整 ⇒ 入門編展開

●8/9
CN事務局会合

車工会の双方向勉強会

活動の5団体連携を提案、了承

☆9/22
経団連
「モビリティ委員会」

・ 制作会社との打ち合わせ
・ 広報委員会委員へ官公庁
情報収集等について検討依頼

◇9/1
広報委員会

・ 8/9事務局会合で自工会
検討状況を共有
⇒ ライセンス問題で帳票統一は

難しい

報告

〇 経産省自動車生産WG
自工会・車工会合算値報告

取組み好事例の会員展開

5団体連携活動における他団体支援の検討

〇３/15

・パンフレット発信

・車体NEWS春号記事掲載

検討、準備

2023年計画検討、立案

8/3バン部会会議

報告

仮）

#14CN

仮）

#15CN

１０/２０

理事会 仮）

#16CN

仮）

#17CN

仮）

#18CN

仮）

#19CN

仮）

#20CN

9/22資材部会役員会

報告予定

❻

❹

❸

➎

❷ ❸ ❹ ❺【 ❻ ：＃1４委員会次第個別報告事項】

＃１０◆

９/2６

・ 制作会社との具体的議論

・ 広報委員による情報収集
活動を確認、了解

＃１１◇

１０/2６

＃１２◇

１１/2５

＃１３◇

１２/2０

コンテンツ案作成

⇒講師、新明和工業、極東開発工業と共有、作成

仮）

＃１◇

現在

❷ 13社受講内8社初参加
自機工殿参画

❻



車体工業会

CN勉強会 実施状況

2022年9月27日
CN専門委員会 事務局

1/3
CN専門委員会 報告資料



64%
29%

7%

2/3１．【入門編】 実施状況

①開催 計11回実施(第1~10回、トラック部会)

’21/10~’22/9

②講師 小型部会の会員会社より
・トヨタ車体 杉山様
・日産車体 薬丸様
・トヨタ東日本 松井様

➂参加 102社 225名
+日本自動車機械器具工業会
（会員企業3社 5名＆事務局2名）

32%の会員様に受講いただいた
(102社/314社)

22%

13%

60%

5%

受講前
CNに関するアンケート結果

受講後
「③知っている程度」の受講者

レベルUP

③知っている
程度

①理解し活動中

②どちらかといえば
理解できた ①理解できた

②理解は
している

④理解できなかった

もっと勉強したい

⇒資料提供

未回答

(1社)

④第1~9回までの受講者の理解度向上



9月 10月
5 12 19 26 3 10 17 24

テキスト作成

実践編
勉強会開催
第1回目は、
トライ開催とする

事務局案作成

・テキスト修正・追加
・事例作成

まとめ

受講者の選定

関係者
打合せ

案内

進め方確認

第1回
トライ開催

修正

本日

テキスト案を展開

１．【実践編】 検討状況 3/3

9/9

9/23

日程調整

講師調整

新明和工業㈱様
極東開発工業㈱様

事例提供、テキスト作成の
ご協力に感謝いたします



2022年度 CO2排出量調査状況

（2021年度実績）

2022年9月27日
CN専門委員会 事務局

1/3
CN専門委員会 報告資料
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61%

72% 76%

100%

65%

80% 80%

100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

20

40

60

80

100

トラック部会 特種部会 特装部会 資材部会 バン部会 トレーラ部会 小型部会 バス部会

会員数 前年度回答数 今年度回答数 回答率

１．調査状況

■ 部会別回答状況（ 9/26現在）

■ 調査対象

正会員：204社/209社 【他団体所属、アンケート辞退会員を除く】

準会員： 27社/105社 【他団体所属の会員を除く】

自工会連携

社

↑
前年度依頼 156社 + 新規 36社

無所属
+ 1社/1社

回答

回答率

（計 144社）

回答合計：168社［73％］

合計：231社 《従来調査 39社 + 192社》

(+12)

(+〇)は、CN専門委(8/24)以降の増加分

(+13)

（+43社 +19%）

(+4)
(+10)

(+3)

(+1)

2/3



103.1 101.0 97.9 

4.6 4.7 
4.8 

40

60

80

100

2020年度 2021年度 2021年度

正会員 準会員

２．CO2排出量（速報値）

１．会員別 ２．エネルギー別

108
万トン-CO2

103

▲5
(▲4.6%)

49 47 47 

58 59 56 

0

20

40

60

80

100

2020年度 2021年度 2021年度

燃料 電気

万トン-CO2

算出会員数 ・2020年度：144社（正会員 117社、準会員 27社）
・2021年度：168社（正会員 141社、準会員 27社）※9/26現在

106

【経団連係数】 【経団連係数】 【事業者別係数】

▲2
(▲1.9%)

電力排出係数⇒ 【経団連係数】 【経団連係数】 【事業者別係数】電力排出係数⇒

108 103106

（係数：tCO2/万kWh）

（係数:4.41）
（係数:4.36）

排出係数は低下
使用数量が増加

3/3



車体工業会 ホームページ
カーボンニュートラル（CN）専用ページ開設

＜目的＞
CNを正しく理解していただくための、会員へのわかりやすく有益な情報発信

1/8

2022.9.27
車工会 事務局



2022 2023

４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３

CN専門委員会 ▽7 ▽
16

▽
20

▽ ▽ ▽
27

▽ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽

広報委員会 ▽1 ● ▽1 ●
▽1

▽1

環境委員会

中央技術
委員会

事務局 ● ●

スターラボ
稼働

コンテンツ検討

事務局案展開

修正 仕様書作成

コンテンツ承認

ページ構成、マップ検討

事務案展開

マップ、ページ構成承認

テストサイト作成

テストサイト確認/FB

テストサイト確認/FB

テストサイト確認/FB

承認

ページ構成
マップ案決定

修正

車体工業会 ホームページ
カーボンニュートラル（CN）専用ページ

開発日程

コンテンツ
事務局
案決定

事務局案展開

電動化情報収集

事務局案展開

事務局案展開
テストサイト確認/FB

事前会員展開＃1 事前会員展開＃2

2/8



１．全体構成
1－1．サイトマップ
1－2．サイトTOPページ
1－3．INDEXページ

２．ページ構成
2－1．CNの基礎知識
2－2．CO2排出量データ・CO2削減目標
2－3．生産領域の省エネ情報
2－4．グリーンエネルギー情報
2－5．商用車電動化情報
2－6．ライフサイクルアセスメント（LCA）情報
2－7．官公庁情報
2－8．お問い合わせ

車体工業会 カーボンニュートラル（CN）専用ページ

本日紹介

本日確認・承認

詳細は割愛し一部紹介

3/8



掲載項目と主担当

掲載項目 掲載内容の主担当

1 CNの基礎知識 カーボンニュートラルとは
アンケート結果
パンフレット
勉強会・講演会
CN専門委員会情報

事務局

2 CO2排出量データ、削
減目標

環境委員会

3 生産領域の省エネ情報 会員企業の取組み事例
（含設備導入事例）

環境委員会

現地訪問意見交換会 環境委員会

4 グリーンエネルギー情報 会員企業の取組み事例 環境委員会

5 商用車電動化情報 WG情報 中央技術委員会

CJPT情報 中央技術委員会

6 LCA情報 JTP情報 事務局

その他 事務局

7 官公庁情報 基礎知識
生産領域の省エネ情報
グリーンエネルギー情報
電動化情報
LCA情報
補助金・助成金・税制優遇情報

広報委員会

8 問い合わせ 事務局

運営ルール

・主担当は、委員会開催にあわせて3か月に
1度追加情報の有無をチェックし、追加修正
を広報委員会事務局に連絡

・事務局は、各委員会からの追加情報を掲載

・事務局主体項目は事務局内で随時更新

＊自動車5団体の情報は、内容により該当する情報ページに掲載する（事務局）

・第12回CN専門委員会報告(7/27)からの
変更はなく、各委員会のご協力をいただき、
掲載コンテンツ集約や事務局案の確認を
実施中。（環境、広報）

・CJPTとのWGの情報は12月のまとめ、公開
内容の論議を経てHP公開の予定
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１．全体構成
1－1．サイトマップ

第12回CN専門委員会報告(7/27)からの変更点
①CN専門委員会情報を基礎知識に統合
②生産領域の省エネ情報の「工程改善支援事例」→「現地訪問意見交換会」に変更
③ダブリ記載の修正(Q&A、官公庁情報）

・現地訪問
意見交換会

・現地訪問
意見交換会

5/8



１．全体構成
1－2．サイトTOP

・CNホームページへの導入をトップページの

最上部に設定
（カーボンニュートラル部分の写真は仮）

6/8



１．全体構成
1－3．カーボンニュートラルINDEX

各ページ（以下）へ
案内する目次的役割を
もつページ

・新着情報
・CNの基礎知識
・CO2排出量データ・
CO2削減目標
・生産領域の省エネ情報
・グリーンエネルギー情報
・商用車電動化情報
・ライフサイクルアセスメント
（LCA）情報
・官公庁情報
・お問い合わせ

7/8



２．ページ構成
2－1．CNの基礎知識

CNとは
アンケート結果
パンフレット
勉強会・講演会
車体NEWS
専門委員会情報

2－2．CO2排出量データ・
CO2削減目標

2－3．生産領域の省エネ情報
取組み事例
工程改善支援事例

2－4．グリーンエネルギー情報
2－5．商用車電動化情報
2－6．ライフサイクルアセスメント

（LCA）情報
2－7．官公庁情報
2－8．お問い合わせ

会員の取組み事例
の紹介ページ

会員事例集約状況（150件）

・2022年度集約30件

・既存HP「環境対応事例」からの
移動分120件

8/8



＜もくじ＞

１．日本における自動車産業のこれまでの実績
- これまでの自動車産業による日本経済・社会への貢献について再確認

２．日本におけるモビリティ産業のこれからの発展
- モビリティ産業は将来に渡って日本経済の軸として成長し、様々な社会課題の解決や

新しい価値の創出に貢献することを示す

３．成長の実現に向けて必要なこと

モビリティ産業の「成長ビジョン」



１．日本における自動車産業のこれまでの実績

自動車産業 日本全体の中での位置付け

規模
(製造品出荷額)

約60兆円 GDPの約１割
(製造業の約2割)

雇用
(就業者)

約550万人
（自動車製造のみで90万人）

全産業の約１割

輸出/外貨獲得
(貿易黒字)

約15兆円 資源輸入16兆円を賄う
(国全体の貿易収支は▲2兆円)

納税
(ユーザー負担＋企業・就業者の納税)

約15兆円 税収の約15%

経済波及効果
(全産業への波及効果)

2.5倍 全産業トップ
(全産業平均は1.77倍)

【図表１】 これまでの自動車産業の日本経済・社会への貢献

出典：出荷額：経済産業省、就業者：国民経済計算、輸出：財務省、波及効果：経済連関表

■自動車産業は、幅広い分野に関係する「基幹産業」として日本経済へ貢献し、

国内での生産活動を維持・拡大

…国内生産拡大（出荷額は60兆円）、雇用維持（関連産業を含めると550万人）

資源輸入を賄う外貨獲得（15兆円）など、「基幹産業」として役割を果たす

1



２．日本におけるモビリティ産業のこれからの発展①

出典：自工会

■自動車産業は、モビリティで関連する新しい仲間（観光・通信・IT・鉄道・航空・金融等）

との協創により、地方も含めた社会課題の解決や新しい価値を創造し、

人々の暮らしを豊かにしていく

■これにより、モビリティに関わる全ての産業の成長のパイが拡がり、日本の成長にも繋がる

【図表２】 協創パートナーとの連携拡大
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（ご参考）協創パートナーとの連携によって実現される2050年の社会像

（１）社会の安心・安全に貢献
・あらゆる交通事故ゼロ
・社会インフラの一部として使用 等
（防犯・防災等、地域の安全安心を実現）

（４）環境負荷低減・エネルギー効率最大化した社会に貢献
・カーボンニュートラルの達成
・循環型社会の定着
・新たなエネルギー市場・流通の創出 等

（２）ヒト・モノの移動に加え、社会の効率性
最大化に貢献

・渋滞ゼロ
・輸送に携わる人にも優しい人流・物流実現
・さらに多様化する移動手段のシームレス連携 等

（３）ヒト・モノ・コト全てが自由に移動でき､
社会とつながる喜びを提供

・平等な移動機会の提供
・機会/体験の創出（社会参加・貢献・体験）
・バーチャル体験とリアルの移動の融合 等

（５）感動的なモビリティ体験を届け続ける
・Fun to Drive/Ride、所有・使用の嬉しさ
・価値ある移動時間の伝承・継承
・新たなモビリティ体験の創造 等

出典：自工会
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２．日本におけるモビリティ産業のこれからの発展②

■成長のベースとなるGX・DX投資も積極的に行う所存。官民で緊密に連携をしていきたい

【図表３】 2030年までに必要なGX関連投資

・自動車の投資額は全体の21%であるのに対し、
経済・雇用・税収への効果が大きい

【図表４】 DXの国内市場予測（投資金額）

・交通/運輸のDX市場は2030年1.3兆円と、
他業界と比べトップ

2020年度 2030年度予測

交通/運輸 0.28 1.3

製造 0.16 0.54

流通/小売 0.04 0.24

金融 0.19 0.62

医療/介護 0.07 0.21

不動産 0.02 0.1

自治体 0.04 0.49

社会インフラ/建設等 0.05 0.21

営業/マーケティング 0.15 0.45

カスタマーサービス 0.04 0.08

コミュニケーション 0.07 0.23

戦略/基盤 0.25 0.74

合計 約1.4兆円 約5.2兆円

4

出典：富士キメラ総研



２．日本におけるモビリティ産業のこれからの発展③

出典：自工会

■モビリティ産業が核となり、日本のスタートアップの世界への発信や投資支援などを

通じて、スタートアップの成長エンジンとなっていく

…足元では、スタートアップも含めた”ALL JAPAN”で日本の未来を提示する

「JAPAN ALL INDUSTRY SHOW 2023」を開催予定

【図表５】 JAPAN ALL INDUSTRY SHOW 2023

・投資家なども招き、スタートアップ企業がその場で世間へのPRや資金調達できるチャンスも提供予定
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２．日本におけるモビリティ産業のこれからの発展④

■自動車産業がモビリティ産業へ成長し、関連する仲間と社会課題の解決や新しい

価値を創出することで、経済へのプラス影響を約36兆円、雇用を約150万人、

税収を約10兆円引き上げることが可能 ※2030年時点

【図表６】 貢献の拡がりイメージと経済効果

経済への
プラス影響

雇用波及
効果

税収

海外市場拡大
に伴う輸出増

+3.4 +13 +1.0

GX・DX投資 +18.2 +106 +4.7

社会課題の
解決

+14.5 +31.7 +4.3

プラス効果計 +約36兆円 +約150万人 +約10兆円

＜経済効果＞
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①

②

③

出典：省庁・研究所・コンサルなどの発表データを基に試算

※P.4のGX・DX投資額は上記②の内数

現在の貢献 約60兆円 約550万人 約15兆円

30年貢献規模
概算

約100兆円 約700万人 約25兆円



３．成長の実現に向けて必要なこと（GX）

出典：自工会

■一部地域に適したモビリティの脱炭素化策を地域事情を無視して適用するのではなく、

エネルギー・産業政策が連動した、日本とアジアのGXに向けた最適なロードマップ策定

■来年のG7をマイルストーンに、科学的知見や定量的な試算も用いた上記の理解活動

■エネルギー産業に加え、航空や海運などの運輸全体と歩調を合わせた効率的な対策

【図表７】 日本のカーボンニュートラルに向けたシナリオの一例

＜燃料構成（保有対策）＞＜新車販売＞

・多様な電動車と燃料を組み合わせたアプローチが、日本の実情に即した、効率的・現実的な道筋
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３．成長の実現に向けて必要なこと（サプライチェーン）

出典：国連

■サプライチェーン全体でのカーボンニュートラル達成に向けた、技術開発・設備投資・

人への投資に対する支援

■地政学、経済安全保障、人権・ESGなどのリスクに対応するための国内回帰に対する支援

…将来的な働き手不足に対する対応、国内エネルギーの脱炭素化や保護主義的な
国際ルール設定への対応、天災への備え（国土強靭化）など

【図表８】 中小企業の困りごと例

①設備投資に踏み切れない、個社単位での革新的な技術開発の難しさ
・自社で吸収できる体力もなく、高額な設備投資に踏み切れない
・CO2ゼロに向けては、一歩踏み込んだ技術開発が必要だが人材、
技術、資金がなく、進まない

②電動化が進展する中で、新しい領域の仕事量を確保する難しさ
・新しい分野にチャレンジと言っても、何から手をつければいいのか分からない
・継承者不足、仕事量減により、廃業、または他社への売却も検討している

③自社努力だけで達成できる範囲が限定的
・クリーンエネルギー、グリーン化された素材の供給も目標達成には必須

【図表９】日本の生産年齢人口

・日本の生産年齢人口は先進国で最も深刻な減少

8



３．成長の実現に向けて必要なこと（DX）

出典：自工会

■利用者のデータとモビリティデータが他の民間ID等と相互運用性をもち、新しいサービスや

産業が創出されうる環境の醸成

■トレーサビリティを他国に掌握されることを回避するためのサプライチェーン・バリューチェーン

全体でのDX・データトレースの推進や業界をまたぐ「データ流通基盤」の構築

【図表１１】自動車の素材～廃棄までのトレーサビリティ

会社や業界をまたぐ「データ流通基盤」が必要
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【図表１０】データの相互運用性

出典：自工会

※電子的な認証を行う際に置かれる信用の基点

※



３．成長の実現に向けて必要なこと（自動運転）

出典：自工会

■「クルマ（自動車技術）」を中心とした取り組みではなく、「人」、「交通環境」と連携した

『三位一体』の取り組み

【図表１２】 三位一体での取り組み
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安全な交通社会

人

交通
環境

クルマ

中長期的には
『安全な交通社会』に加え
『自由な移動』
『新たな価値の創造』等を
目指す

■自動運転を活用したモビリティ
サービスの将来像検討

■人/クルマ/交通環境が
果たすべき役割の明確化

■安全な道路空間の確保

■安全なデータ空間の確保

■自動運転移動サービスに関する
社会的受容性醸成・行動変容

■無人自動運転の
許認可基準策定

■安全な自動運転システムの
開発・評価法



３．成長の実現に向けて必要なこと（財政の現状と見通し）

■歳入面：必要な歳出を税収で賄えず公債金に依存。国債発行残高も増加見込み

■歳出面：インフラ維持/社会保障費の自然増に加え、GX等の成長投資も増加見込み

⇒現状を認識の上、将来的な財政の在り方についても真正面から議論していく必要

【図表１３】 日本の財政状況（2022年度）
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出典：財務省

所得税
18.4%
(20.4兆円)

法人税
12.4%
(13.3兆円)

消費税
20.0%
(21.6兆円)

その他税/収入

14.3%
(15.3兆円)

国債費
(過去の借金の返済と利息)

22.6%
(24.3兆円)

歳入総額
(107.6兆円)

社会保障
33.7%
(36.3兆円)

地方交付税
交付金等

14.8%
(15.9兆円)

その他

13.3%
(14.3兆円)

歳出総額
(107.6兆円)

公債金(借金)

34.3%
(36.9兆円)

公共事業
5.6%(6.1兆円)

防衛
5.0%(5.4兆円)

文教及び
科学振興
5.0%(5.4兆円)

【図表１４】 国債発行残高の見通し

2022年 2025年 2030年

出典：現在の財政状況を前提に試算

1,026兆円

1,192兆円

1,088兆円

【図表１５】 今後増加が見込まれる主な歳出例

＜社会インフラの維持・更新(国・地方計)＞

出典：国土交通省

5.2兆円

5.5~6.0兆円

5.8~6.4兆円

6.0~6.6兆円

2018年 2023年 2028年 2038年

＜社会保障費(国・地方計)＞ ＜GX関連投資（2030年時点）＞

電源脱炭素化/燃料転換 約5兆円/年

製造工程の脱炭素化等 約2兆円/年

エンドユース 約4兆円/年

インフラ整備 約4兆円/年

研究開発等 約2兆円/年

年間
約17兆円

10年間で
約150兆円

出典：経済産業省

2018年 2025年 2040年

47兆円

58兆円

80兆円

出典：政府発表資料より公費負担分を試算



３．成長の実現に向けて必要なこと（ﾓﾋﾞﾘﾃｨ社会を見据えた税制の在り方）

■モビリティ分野の財源は、モビリティによる、地方も含めた社会全体の効率化・歳出削減と

将来の成長果実で賄う。新たに生み出された税収はモビリティへの投資に活用し、

産業の成長と財政健全化の好循環を形成（経済効果：約36兆円、雇用：約150万人、税収：約10兆円）

■今後モビリティに関係する税制は、モビリティによる経済的・社会的受益者の拡がりを

踏まえながら、中長期的目線で検討し、見直す必要

■既存税目の減収分を別税目の増税で補填するのではなく、モビリティ産業の成長が

日本全体の経済発展・財政健全化に貢献する大局的視点で将来の税制の在り方検討
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【図表１６】 モビリティによる社会全体の効率化（例）

＜公共交通分野＞
・自動運転バスによる地域公共交通の効率化 (関連予算：約200億円/年）

＜交通安全分野＞
・先進安全機能の普及による事故ゼロ社会の実現 (関連予算：約2,600億円/年) 出典：国土交通省、内閣府

モビリティがもたらす
受益の拡がりに合わせ、

税体系を見直し

モビリティの保有に対して重点的に
課税することが馴染まない社会に

【図表１７】 モビリティによる経済的・社会的価値・受益者の拡がりイメージ

出典：経済産業省



今後の主な論点（案）

１）将来の社会像

モビリティを軸に置いた時、様々な業界と連携することで、社会にどのようなサービスを提供し、

どのような社会課題の解決に貢献しながら、持続可能な豊かな社会を築けるか。

将来のモビリティ産業がどのような拡張の可能性を秘めているか。

（拡張の可能性の例：MaaS、GX、DX、観光、医療、地方など）

２）課題

上記の実現に向けて、業界ごとの課題、業界間で連携する際の課題は何か。

その際、「既存の自動車産業」、「各産業」、「政府」といった各主体が果たすべき役割は何か。

（課題の例：GX、DX、サプライチェーン、競争力強化など）

３）コスト

GX/DX対応に必要な追加コストの負担はどうあるべきか。

ー成り行きでは社会保障費等の歳出増が見込まれる中、どのように社会全体の効率化を

進め、成長投資の原資を生み出すか。

ーモビリティが様々な社会インフラに拡張した時、それを享受する受益者はどう拡がるか。

ー各々の受益者が社会インフラ費用を応分負担するための税体系はどうあるべきか。
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